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北海道日本型直接支払推進協議会
　会員市町村担当者　様　（※ 石狩、後志管内会員市町村）
北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　雪　田 　仁　司
多面的機能支払交付金に係る特別調書の作成について(依頼)
　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、会計検査院第４局農林水産検査第２課より提出依頼のこのことにつきましては、各(総合)振興局を通じ各市町村にお知らせ及び関係資料等の提出依頼がなされているところです。
つきましては、特別調書のうち次の様式については道協議会が窓口となりとりまとめることが必要なことから、下記によりご案内申し上げますので、特段のご協力をお願い申し上げます。
記
１．特別調書名及び記入方法等
　　別添エクセルファイルのシートごとに様式名が付されていますので、各(総合)振興局より送付の「特別調書作成要領（会計検査院）」を参照の上、次により①から④の様式に記入し提出してください。

（全様式を一つの「特別調書」ファイルとし①～④の様式名を黄色見出しシートにしていますので、ご確認ください。）

　①　担当者連絡先
　　　当協議会で把握している担当者名簿より仮作成しておりますのでご確認頂き、変更等がある場合は、朱書きにより訂正してください。

　　　また、「メールアドレス」欄を記入してください。

　②　様式３(支出額及び持越金(維持・共同))

　　　様式１行目に【１】～【２２】－３０までの番号が付されています。

当協議会で把握できない次の番号欄（黄色セル）について、記入してください。

・26年度欄→【8】-26、【9】-26、【10】-26
・27年度欄→【8】-27、【9】-27、【10】-27

・28年度欄→【8】-28、【9】-28、【10】-28、【12】-28から【22】-28までの該当欄

・29年度欄→【8】-29、【9】-29、【10】-29、【12】-29から【22】-29までの該当欄

・30年度欄→　全ての欄（上記欄のほか、30年度支出額【7】-30及び30年度→31年度持越金額

（維持・共同）【11a～c】-30の全てを記入してください。）

※28～30年度共通「【15】持越金の必要額の精査」で「〇」を選択した場合は、使途及び精査

したことが確認できる資料を提出してください。

提出資料には「様式３【15】資料」と記載し、PDFファイルにしてファイル名に「様式３【15】

資料_市町村名_組織名」と付して提出してください。
　

③　様式４(支出額及び持越金(施設の長寿命化) ※長寿命化に取り組む組織が該当
　　　様式１行目に【１】～【２２】－３０までの番号が付されています。

長寿命化該当組織における当協議会で把握できない次の番号欄（黄色セル）について、記入して

ください。

・26年度欄→【8】-26、【9】-26、【10】-26
・27年度欄→【8】-27、【9】-27、【10】-27

・28年度欄→【8】-28、【9】-28、【10】-28、【12】-28から【22】-28までの該当欄

・29年度欄→【8】-29、【9】-29、【10】-29、【12】-29から【22】-29までの該当欄

・30年度欄→全ての欄（上記欄のほか、30年度支出額【7】-30及び30年度→31年度持越金額

（維持・共同）【11a】-30についても記入してください。なお、国費【11b】及び地方費【11c】

欄は、組織負担1/3の扱いについて道と協議中のため空欄としてください。）

※28～30年度共通「【15】持越金の必要額の精査」で「〇」を選択した場合は、使途及び精査

したことが確認できる資料を提出してください。

提出資料には「様式４【15】資料」と記載し、PDFファイルにしてファイル名に「様式４【15】

資料_市町村名_組織名」と付して提出してください。
　　②と③の記入留意事項

　　〇　記入に当たっては、別途提出する各年度の金銭出納簿、実施状況報告書により、主として市町村が様式への記入を行い、必要に応じて各組織に聞き取りしてください。

　　　　なお、記入不要としている【1】から【6】、「【7】-26、【11a】-26から【11c】-26」（以下、年度毎に同じ欄（30年度を除く））については、市町村から道協議会に提出されている各年度の実施状況報告書（道様式第５号）［国様式第１－９号］等により道協議会が記入済みです。
　　〇　一部組織で当協議会では把握しきれない欄がありますので、当該セルに黄色着色されている場合はコメントを確認し記入してください。

④　様式５(資源向上支払交付金（施設の長寿命化）※長寿命化に取り組む組織が該当
　　　様式１行目の各年度共通「【１４】直営施工の有無」欄については、全該当組織とも「無」と想定しているところですが、「有」の組織がある場合は「有」と記入し、「【１５】市町村における直営施工の確認の有無」欄を記入してください。

※28～30年度共通「【15】市町村における直営施工の確認の有無」で「有」を選択した場合は、聞き取りのヒアリングメモ、活動記録、現場写真等の直営施工の有無を確認できる書類がある場合は、「有」を、無い場合は「無」を選択することになります。

なお、「有」を選択した場合は、当該資料を提出してください。

提出資料には「様式５【16】資料」と記載し、PDFファイルにしてファイル名に「様式５【16】　　　資料_市町村名_組織名」と付して提出してください
２．提出期限
会計検査受検が該当する石狩、後志管内の特別調書は、会計検査受検前に調書を提出する必要があります。
このため、１．の特別調書の提出期限は、４月２６日（金）まで道協議会必着としますので、記入したエクセルファイル及び提出資料がある場合はPDFファイルにしてメールにより下記担当まで提出してください。

道協議会において、内容を確認した上でとりまとめ、受検前週には全ての特別調書の最終内容確認を依頼するなど短期間での作業となりますが、ご協力をお願いいたします。
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